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障害児入所施設におけるレクリエーション支援の効果と課題
A Study on the Effects and Issues of Recreation in Children with Disabilities
in Residential Treatment Facilities
立 花 直 樹＊
要 約
わが国では、人口減少で少子高齢化が進展しているが、一方で年々障害児が増加している。社会に
おけるノーマライゼーション理念やインクルージョン理念の浸透により、地域での在宅福祉サービス
や教育・保育の受け皿の充実が推進される中で、在宅障害児が増加し、施設で入所生活する障害児は
年々減少している。日本国憲法では、「全ての国民の生存権の保障」を謳っており、在宅で生活して
いても施設で生活していても、「健康で文化的な生活」は保障されることになる。レクリエーション
は、「健康的で文化的な生活」を保障する上で、重要なツールであり、近年、障害児・者の施設にお
いても日常的に実践されている。
本稿では、障害児・者の政策におけるレクリエーションの位置付けから「レクリエーション」につ
いて検討した。さらには、論文検索サイトʠCiNiiʡ等を活用して「障害」「施設」「レクリエーション」
という⚓つのキーワードで先行研究を検索の上、「レクリエーション実践の効果」「レクリエーション
実践の課題」について内容が該当した論文をレビューし整理し、重度障害児・者に対するレクリエー
ション実践の効果と課題について考察した。
キーワード：障害児・者、障害児施設、レクリエーション
⚑．日本における障害ある児童の状況
わが国の総人口は第⚒次世界大戦の戦禍で減少し
たものの、戦後の第⚑次ベビーブーム（1947年
～1949年）や第⚒次ベビーブーム（1971年～1974年）
により、2010（平成22）年まで65年にわたり増加し
てきた。しかし、2011（平成23）年以降は少子高齢
化の急速な進展により人口が減少に転じ、2019（令
和元）年⚙月⚑日現在、全人口は1億2,601万人とな
り、年少人口（⚐～15歳）は過去最少の1522万⚘千
人となった。このままの出生率で児童数が減少し続
ければ、2065（令和47）年には全人口が8,808万人
となると推計されている1)。
内閣府のデータを基にわが国における障害児童数
を障害種別毎に俯瞰した所、身体障害児は2006（平
成18）年に9.8万人であったが2015（平成27）年に
7.1万人に減少している一方で、知的障害児は2005
（平成17）年に12.5万人であったが2015（平成27）
年には22.1万人へと増加し、精神障害児も2008（平
成20）年に17.8万人であったが2017（平成29）年に
は27.6万人へと増加している2),3)（表⚑参照）。特
に各障害種別とも、福祉施設や医療施設に入所・入
院している児童が減少し、在宅で家族と共に生活し
ている児童が増加している。これは、ノーマライ
ゼーション注⚑)の理念が日本社会で浸透し、障害児
の在宅福祉サービスが年々充実していることで、地
域移行や在宅生活が進み、住み慣れた家庭や地域で
の生活が可能となっていることを示している。
厚生労働省のデータを基に、障害児施設で生活す
る児童の状況を俯瞰した所、全体的には障害児施設
に入所している障害ある児童は1985（昭和60）年に
合計33,150人であったが年々減少し2019（平成31）
年には27,160人となっている。その中で、福祉型障
害児入所施設（旧知的障害児施設、旧第⚒種自閉症
＊ Naoki TACHIBANA 聖和短期大学 准教授
注⚑）ノーマライゼーション
1953年にデンマークのバンク・ミケルセンが知的障害者の親の会の依頼で作成した社会大臣宛の要請書のタイト
ルが「ノーマリセーリング（英訳はノーマライゼーション）」という造語を使用したのが起源で、健常者と同様に
障害者の「ノーマルな地域生活」の実現を目的とする概念である34)。
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児施設、旧盲児施設、旧ろうあ児施設、旧肢体不自
由児療護施設）で生活する障害児（過年齢児も含む）
は1985（昭和60）年に合計20,166人であったが年々
減少し2019（平成31）年には6,944人となっている。
また、医療型障害児入所施設（旧第⚑種自閉症児施
設、旧肢体不自由児施設、旧重症心身障害児施設）
で生活する障害児（過年齢児も含む）は1985（昭和
60）年に合計12,984人であったが年々増加し2019
（平成31）年には13,720人となっている4),5),6)（表⚒
参照）。
全体的に障害児入所施設の入所者が減少している
のは、インクルージョン注⚒)理念が日本社会に浸透
し、児童発達支援センターや児童発達支援事業所
（旧各種障害児通園施設、旧障害児デイサービス事
業所）等や特別支援学校が増加しただけでなく、イ
ンクルーシブ保育を実践する保育所や幼稚園・認定
こども園等が増加していることや、インクルーシブ
教育を実践する小学校・中学校・高等学校が増加し
ていることが大きな要因である。また、一部の障害
児は、児童養護施設や児童心理治療施設（旧情緒障
害児短期入所施設）等にも入所し生活している。そ
のため、福祉型障害児入所施設に入所する児童は、
大幅に減少している。
一方で、医療型障害児入所施設に入所する児童
は、1985（昭和60）年以降2005（平成17）年迄は徐々
に減少してきたがその後増加に転じている。特に、
医療的ケアを常に伴う障害児は18歳以降の行き場が
なく、専門的にケアを行ってきた重症心身障害児施
設において、過年齢（18歳以上）となっても継続入
所しているケースが多いためである。
⚒．レクリエーション（Recreation）とは
1885（明治18）年に米国のボストンにおいて、子
どもたちのためのサンドガーデン（砂場遊園）が開
設されたのが、世界初の組織的なレクリエーション
活動の最初とされる。子どもの健全な成長のために
は、余暇の善用が不可欠であるという認識が市民の
中に強まり、レクリエーション活動が組織的に展開
されるようになった7)。わが国でレクリエーション
注⚒）インクルージョン
「包摂」「包含」を意味する英語であり、1994年にスペインのサマランカで開催された「特別なニーズ教育に関す
る世界会議」で採択された「サマランカ宣言」の中で「障害児を含む多様な教育的ニーズを持つ子ども達を初めか
ら分離したり排除したりしてしまうのではなく、そうした子ども達をも包含できるように教育や保育現場等がカリ
キュラム・プログラムや指導・支援体制を改革する必要がある」と規定された理念を表した用語である35)。
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表⚑ 日本における障害児数の推移
障害種別 2005～2008年時 2015～2017年時
身体障害児
(18歳未満)
9.8万人（2006年) 7.1万人(2015年)
在宅
9.3万人
施設
0.5万人
在宅
6.8万人
施設
0.3万人
知的障害児
(18歳未満)
12.5万人（2005年） 22.1万人（2015年）
在宅
11.7万人
施設
0.8万人
在宅
21.4万人
施設
0.7万人
精神障害児
(20歳未満)
17.8万人（2008年） 27.6万人(2017年)
在宅
17.4万人
施設
0.4万人
在宅
27.3万人
施設
0.3万人
出所：内閣府『平成24年版障害者白書』『令和元年版障
害者白書』を基に筆者が作成
表⚒ 日本における障害児入所施設に入所中の障害児・者数の推移
施設種別 1985年 1995年 2005年 2019年
福
祉
型
知的障害児施設 18,622人 14,587人 10,155人 6,558人
第⚒種自閉症児施設 162人 151人 148人 46人
盲児施設 649人 239人 139人 73人
ろうあ児施設 466人 262人 193人 78人
肢体不自由児療護施設 267人 288人 228人 189人
障害児入所施設（福祉型）計 20,166人 15,527人 10,863人 6,944人
医
療
型
第⚑種自閉症児施設 120人 111人 109人 34人
肢体不自由児施設 7,136人 5,049人 3,060人 1,155人
重症心身障害児施設 5,728人 7,748人 10,489人 12,531人
障害児入所施設（医療型）計 12,984人 12,908人 13,658人 13,720人
両施設（福祉型・医療型）の計 33,150人 28,480人 24,521人 20,664人
出所：厚生労働省「社会福祉施設等調査の概況」「会議資料」等を基に筆者が作成
ということばが一般化し、認識が深まったのは、第
二次世界大戦後のことであり、1938年（昭和13）設
立の日本厚生協会が1948年（昭和23）に財団法人日
本レクリエーション協会と名称を変更し、レクリ
エーション活動の発展を目ざした8)。
英和辞典（1986）によると、レクリエーションに
は「recreation（休 養、娯 楽、気 晴 ら し）」
「re‒creation（造り直す）」という⚒つの表記（意味）
があり9)、国語辞典（1989）によると、レクリエー
ションは「仕事や勉強の疲れを癒やし、肉体的・精
神的に新しい力を盛り返すための休養・娯楽」を意
味している10)。
また、百科事典（2003）によると、「仕事などの
拘束あるいは強制によって緊張し疲れた肉体と精神
を回復させ、新たなエネルギーを生み出すために、
余暇（レジャー）を利用して行われる活動全体をい
う。したがってレクリエーションは、余暇や娯楽と
密接につながる性格をもっているが、余暇が広い意
味で心身の非拘束状況をさし、娯楽が楽しむための
手段ないし楽しむ行為そのものをいうのに対して、
レクリエーションは、肉体と精神のリフレッシュと
いう目的ないし意味づけを重視する考え方」と定義
している11)。
元来レクリエーションは、子どもに端を発した活
動展開であったが、現在では特定の年齢や階層に偏
らず全ての人に適応される概念であり、単に「休
養・娯楽・気晴らし」といった余暇活動（レジャー）
的な要素のみならず、「身体と精神のリフレッシュ」
といったエネルギー活動（造り直す・癒す：再創造）
を伴ったものであると言える。
昨今、レクリエーションは地域、学校、職場、野
外活動など幅広く活用され、「遊び・余暇活動」と
して位置付けられている一方で、保健・医療・福祉
の領域では、「QOL（Quality of Life：生活の質）を
高める活動」として位置付けられている12)。
介護福祉用語辞典（2001）では、レクリエーショ
ンを「①芸術・文化活動、②収集活動、③手作り・
物づくり活動、④スポーツ・身体活動、⑤アウトド
ア活動、⑥学習・自己啓発活動、⑦社交的活動、⑧
ボランティア活動、⑨娯楽（旅行・ゲームなど）」13)
に分類した上で、各種活動は「Ａ．個人的活動－集
団的活動、Ｂ．静的活動－動的活動、Ｃ．受動的活
動－能動的活動」の特性に分類することができると
している14)。筆者は、障害の重症度や心身の状況を
踏まえれば、さらに「Ｄ．活動時間」も加えるべき
であると考えた（表⚓参照）。
つまり、レクリエーション活動は種類と特性でさ
らに細かく分類することが可能となり、種類と特性
の組み合わせでレクリエーション内容が構成される
が、レクリエーションの内容によっては、複数の種
類と複数特性の組み合わせ内容でプログラムが成立
するケースもある。
⚓．障害児・者に対するレクリエーショ
ンとは
Jean E. Calder（1972）は、「レクリエーションは
リハビリテーション・プログラムの『飾りもの』と
みなされることが多い。そして多くの人は内心、真
剣な日常の営みのなかでは、これはあまり重要なも
のではないと考えている。現代人の生活の中でレク
リエーションの果たす役割について、とくに障害者
のなかでリハビリテーションを目的としたレクリ
⚓ 校
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表⚓ レクリエーションの種類と特性による分類表
特性
種類
Ａ．活動規模
（個人－集団）
Ｂ．活動活性
（静的－動的）
Ｃ．活動主体
（能動－受動）
Ｄ．活動時間
（短い－長い）
①芸術・文化活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
②収集活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
③手作り・物づくり活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
④スポーツ・身体活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
⑤アウトドア活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
⑥学習・自己啓発活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
⑦社交的活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
⑧ボランティア活動 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
⑨娯楽（旅行・ゲーム等） 個人－小集団－大集団 静－少動－多動 受動－中間－能動 短い－適度－長い
出所：中央法規出版編集部（2001）『介護福祉用語辞典』p. 383・p. 385を基に筆者が作成
エーションの果たす役割について、広い目で見直し
てみる必要があるように思われる。」15) と指摘して
いる。これは、障害者が医学的治療や訓練によっ
て、少しでも機能を回復することを優先されてきた
医学モデル注⚓)中心の考え方に対する批判でもあ
る。レクリエーションは単なる医学における付属物
や添え物ではなく、近年重視されている生活モデ
ル注⚔)という視点では「生活を豊かにし、人生の質
を高めるプログラムや方法」と言える。
1980（昭和55）年に WHO（世界保健機関）注⚕)
から「国際障害分類（ICIDH）」が発表され、「疾患
（disease）・変調（disorder）」が引き起こす状況を
「①機能障害（impairment：生物の心身機能レベル）
⇒②能力障害（disability：個人の活動レベル）⇒③
社会的不利（handicap：社会生活レベル）」の⚓階
層に分類しただけでなく、社会が引き起こす生活障
害（handicap 問題）を広く世に知らしめた。
2001（平成13）年に WHO の第54回国際保健会
議で「国際障害分類」の改定版となる「国際生活機
能分類（ICF）」が採択され、「能力障害」が「活動
（activity）or 活動制限」へ、「社会的不利」が「参
加（participation）or 参加制約」へと変更され、
障害をプラス面（生活機能）とマイナス面（阻害要
因）の両側面を総合的に捉える考え方へと再定義さ
れた16)。
つまり、ICFが採択されて以降、障害児・者の社
会参加や社会活動がより重視されている。それは、
在宅で生活する障害児・者のみならず、施設で入所
生活を送る障害児・者においても同様に保障されな
ければならない。障害児・者の社会参加や社会活動
を実現する手段の⚑つがレクリエーションであり、
障害児・者がレクリエーション活動を行う際には、
特別な支援・援助や配慮が必要になるため、一般的
なレクリエーションの概念に加えて、「福祉レクリ
エーション」や「レクリエーション援助」といった
より専門的な考え方が必要になってくる。
福祉レクリエーションとは、「職場レクリエー
ションや地域レクリエーションと対比して用いら
れ、社会福祉領域におけるレクリエーションであ
る。特に援助が必要な障害児・者や高齢者等に対し
てプログラム開発や環境整備がされた上で、実践さ
れるレクリエーション」と定義されている17)。いわ
ば福祉レクリエーションとは、従来の職場レクリ
エーションや地域レクリエーションを十分に享受す
ることが難しかった社会福祉サービスの利用児・者
に対するレクリエーションを意味している。
福祉レクリエーションが必要な障害児・者等は
ADL（Activities of Daily Living：日常生活動作）注⚖)
や IADL（Instrumental Activities of Daily Living：
手段的日常生活動作）注⚗) に制限があり、日常的な
生活や活動において様々なストレスや負荷が掛かる
ため、身体や精神に恒常的な負担やストレスが発生
している状況である。
レクリエーション援助とは、「人間らしい生活を
実現するために欠かせないレクリエーションについ
て、その自立を目指して行われる総合的な支援のこ
とである」と定義されている18)。しかし、特に重度
障害のある障害児・者は、経済的自立や身辺自立等
を含んだ社会的自立が難しい状況があるため、レク
リエーション援助を考える際、「自律（主体性や自
己決定）の尊重」を重視することが重要である。
人間らしい生活を考える際、日本国憲法に明記さ
注⚓）医学モデル
福祉サービス利用者のもつ問題を診断評価し、次に処遇するという枠組みをもつ。医学が、疾患の特定の原因を
探り、診断・治療するのと同様に個人の心理・社会的問題を疾患として捉えその症状の発生と直接関係があると思
われる原因を探り、治療・処遇しようとする立場である36)。
注⚔）生活モデル（ライフモデル）
福祉サービス利用者のもつ問題となる因果関係を個人と社会環境との関係性に着目し、それらが相互に影響され
る関係にあるとする。個人という部分の注視ではなく、総合的に全体を捉え、個と個の相互作用という考えではな
く、交互交流（円環）として捉えて課題解決に向けた援助実践を行う立場である37)。
注⚕）WHO（World Health Organization：世界保健機関）
国際連合の専門機関であり、「人間の健康を基本的人権の一つと捉え、全ての人々が可能な最高の健康水準に到
達すること」を目的として設置された。2019年⚔月現在、194か国・地域と⚒準加盟地域で構成されている38)。
注⚖）ADL（activities of daily living：日常生活動作）
人間が毎日の生活を送るための基本的動作群（日常生活動作）のことであり、具体的には①身の回りの世話（食
事、更衣、整容、トイレ、入浴等の各動作）及び②移動動作の⚒つの動作を指している39)。
注⚗）IADL（Instrumental Activities of Daily Living：手段的日常生活動作）
人間が毎日の生活を送るための基本的動作群（手段的日常生活動作）のことであり、具体的には、生活関連動作
（家事動作、買い物に行く、家計を管理する、電話をかける、交通機関の利用等）を指しており、より広義かつ
ADLで使用する動作を応用した動作が必要な活動を指している40)。
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れた生存権を無視することができない。日本国憲法
第25条第⚑項では、「すべて国民は健康で文化的な
最低限度の生活を営む権利を有する」と生存権が謳
われている。生存権とADL 及び IADL とを関連付
ければ、「健康な最低限度の生活を保障すること」
が「ADLの保障」であり、「文化的な最低限度の生
活を保障すること」が「IADL の保障」であると言
えるのではないだろうか。つまり、障害児・者も含
めた全ての人々がレクリエーションの機会を保障さ
れることは、生存権を保障されることにもつながっ
ていくと言えるだろう。
つまり、レクリエーション援助とは、「障害児・
者や高齢者等の『自律の尊重』と『生存権の保障』
を基本として、社会参加や社会活動を見据え、身体
的かつ精神的な負担やストレスを解消しエネルギー
を満たすために行われる、個別配慮のある適切な援
助や支援である」と言い換えることができる。
⚔．障害児・者の政策におけるレクリエー
ションの位置付け
国際連合（以下、国連）は、「国際障害分類
（ICIDH）」における「④社会的不利」から生じる社
会制度・環境や人々の意識の変革と「③能力障害」
を解消するための障害者自身の社会参加の促進を目
指して、「完全参加と平等」をスローガンに掲げ、
1981（昭和56）年を国際障害者年と定めた。そして、
「完全参加と平等」の趣旨を具現化するため、1982
（昭和57）年に「Ａ．障害の予防」「Ｂ．障害者のリ
ハビリテーション」「Ｃ．障害者の機会均等化」と
いう⚓つの目標を掲げ「障害者に関する世界行動計
画」を採択した。
世界行動計画の「Ｃ．障害者の機会均等化」には、
物理的環境だけではなく、社会的及び保健サービ
ス、教育や労働の機会、スポーツやレクリエーショ
ンなどの文化的環境などすべての環境が含まれ
た19)。国連が、世界行動計画の実施を図るため、
1983年から1992年までの10年間を「国連・障害者の
十年」と宣言し「世界各国において行動計画を策定
し、障害者の福祉を増進すること」を提唱した。そ
のため、日本においては、政府の国際障害者年推進
本部が1982（昭和57）に「障害者対策に関する長期
計画」をとりまとめ、レクリエーションについては
「障害者のスポーツ、レクリエーション等の諸活動
への参加のための諸条件を整備する。」20) と、一文
のみ明記された。しかし、障害者政策の計画の中に
初めて「レクリエーション」という言葉が明記され
たことは、非常に意味のある事であった。その後、
1992（平成⚔）年に、国連アジア太平洋経済社会委
員会が1993年から2002年までの10年間を「アジア太
平洋障害者の十年」と宣言したことから、障害者の
さらなる社会参加を見据えて、1993（平成⚕）年に、
政府の国際障害者年推進本部が「障害者対策に関す
る新長期計画」を策定した。
新計画においては、計画の中に「スポーツ、レク
リエーション及び文化」という新たな項目が設定さ
れ「スポーツ、レクリエーション及び文化活動への
参加機会の確保は、障害者の社会参加の促進にとっ
て重要であるにとどまらず、啓発広報活動としても
重要である。また、これら活動は、障害者の生活を
豊かにするものであり、積極的に振興を図ることが
必要である。」21) と、より具体的に明記された。こ
の新長期計画は、1993（平成⚕）年12月に改正され
た「障害者基本法」により同法に基づく「障害者基
本計画」と位置付けられた22)。た。2004（平成16）
年⚕月の障害者基本法の改正においては、都道府県
や市町村においても「障害者計画」の策定が義務化
され、計画の策定指針においては「スポーツ、レク
リエーション及び文化」の項目を必ず設定し具体的
な内容を明記することとなっている23)。以上のこと
から、時代を追うごとに、政策の中で障害児・者に
対するレクリエーションの重要性が認知されている
ことが明らかである。
⚕．研究の目的及び方法
障害児・者が利用する障害児入所施設におけるレ
クリエーション実践の効果や課題を明らかにするた
めに、先行研究の内容を比較し考察する事を目的に
調査・研究を行った。
（⚑）調査対象
国立情報学研究所の学術情報データベース
ʠCiNiiʡ及び検索サイトʠYAHOO! JAPANʡに収
蔵されている論文・報告書
（⚒）調査方法
キーワード検索及び該当論文の比較研究
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（⚓）調査期間
2020年⚓月10日
（⚔）調査項目
⚑）障害児、施設、レクリエーション、効果
⚒）障害児、施設、レクリエーション、課題
（⚕）分析方法
キーワード検索を行った結果を一覧表にすると共
に、検索結果から論文等の内容を整理して比較研究
を行った。
（⚖）倫理的配慮
日本社会福祉学会の研究倫理指針に従い、プライ
バシーの保護を遵守し、剽窃無きよう引用文献を文
末に明記すると共に、本発表が未発表内容であるこ
とを宣誓する。
⚖．研究結果
（⚑）レクリエーション実践の効果について
まず、重度障害児・者に対するレクリエーション
実践の効果に関する先行研究を国立情報学研究所の
論文検索サイトʠCiNiiʡ及び検索サイトʠYAHOO!
JAPANʡを用いて「障害」「施設」「レクリエーショ
ン」という⚓つのキーワードで検索（2020年⚓月10
日）の上、「レクリエーション実践の効果」につい
て内容が該当した⚔件の論文をレビューし整理し
た。
滝口（1997）が、大学が運営する「障害者教室」
を利用する⚕名の障害者施設の知的障害児・者に対
して、毎月⚑回の福祉レクリエーションプログラム
を⚑年半にわたり実施した結果、障害児・者自身の
「①かかわり、②社交性、③態度、④表情、⑤意欲」
の⚕項目について有効な向上が明らかとなった24)。
岩月ら（2002）が、重度身体障害者入所施設の障
害者16名に対して、感覚運動と認知スキルを中心と
したレクリエーションプログラム（軽運動、歌の歌
唱、ゲーム等）を⚑年間（⚑か月に⚑回）実施した
結果、参加した障害者が選択した上位⚓項目は、「楽
しく充実した時間」「他の人との良好な関係」「心身
を動かす爽快感」であり、障害者入所施設でのレク
リエーションプログラムにより、日常生活における
利益と高い満足度を得られることが示唆された25)。
藤田（2004）が、重度障害児者施設の職員に対し
て、⚑年間ヒアリング調査を実施した結果、「重度
障害者がレクリエーションを行う中で、人と交流が
あるだけでも意味がある」ことが明らかとなっ
た26)。松山（2017）が障害者支援援施設の生活支援
員職員を対象にアンケート調査を実施した結果、自
閉症のある知的障害児に対するレクリエーション支
援時の生活支援員による視点は「充実した心身活動
が促進」「自己肯定感向上の促進」「他者との交流の
促進」「知的発達の促進」の順に関心を向けている
ことが明らかとなった27)。
先行研究から明らかになった効果⚖点を「表⚔」
にまとめた（表⚔参照）。
（⚒）レクリエーション実践の課題について
次に、重度障害児・者に対するレクリエーション
実践の課題に関する先行研究を国立情報学研究所の
論文検索サイトʠCiNiiʡ及び検索サイトʠYAHOO!
JAPANʡを用いて「障害」「施設」「レクリエーショ
ン」という⚓つのキーワードで検索（2020年⚓月10
日）の上、「レクリエーション実践の課題」につい
て内容が該当した⚕件の論文をレビューし整理し
た。
滝口（1997）は、障害児・者自身のニーズに応じ
た福祉レクリエーションのプログラムを提供できる
専門性と専門職の重要性を課題として挙げてい
る28)。
片山ら（1998）が重度身体障害者入所施設の専門
職992名を対象に調査を実施した結果、レクリエー
ションと身体機能状況との関連が明らかとなり、ス
ポーツを希望した者においては、ADL の介助度が
高い傾向にあったのに対し、実施している者の
ADL は介助度が低い傾向にあった。また、レクリ
エーションプログラムを希望する者のADL は要介
助の割合は低く、実施している者のADL は要介助
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表⚔ レクリエーション実践から明らかとなった効果
①身体的に効果がある、②精神的に効果がある、③知的発達に効果がある
④対人交流が活性化される、⑤意欲や自己肯定感が向上する、⑥楽しく感じる
の割合が高い傾向が見られ、身体障害者状況に可能
な限り適合したプログラムの作成と実施、及び対象
者の理解を促すための情報提供が重要となることを
示唆している29)。
岩月ら（2002）が、重度身体障害者からの要望が
少ないこともあり、利用者から歌や運動などレクリ
エーション内容に関する好みの理解に難しさがあ
り、援助する職員が障害者のニーズを把握と主体性
を重視したプログラムを考える必要性を課題として
挙げている30)。
藤田（2004）は、重度障害児・者に対するレクリ
エーションの課題として、「実施可能な運動が著し
く制限される人に可能な運動やレクリエーションを
提供すること」「プログラム提供者の指導者として
の資質を向上させること」「運動の実践に際しての
課題を明らかにすること」「一つの運動を行なう場
合も利用者のやり方は異なるため、それに応じた運
動方法、用具等の準備が必要」「運動の理解に時間
がかかるため継続的な取り組みが必要」「施設職員
から聞いておくと共にわずかな表情の変化等に注目
する」「一度に全員の運動欲求を満たすことは不可
能である。対象を絞ったプログラムを継続的に行な
う必要がある」の⚗点を挙げている31)。
松山（2017）は、自閉症のある知的障害児に対す
るレクリエーション支援の課題として、「充実した
活動の促進」「自己肯定感向上の促進」「他者との交
流の促進」「知的発達の促進」という⚔つの視点か
らバランスよく支援していく必要性を挙げてい
る32)。
先行研究から明らかになった課題⚘点を「表⚕」
にまとめた（表⚕参照）。
⚗．考察
（⚑）レクリエーション実践の効果について
先行研究をレビューする中で、各論文においてレ
クリエーション実践の効果が明らかになっている
が、効果測定の方法はバラバラで統一したものがな
いため、科学的かつ客観的な根拠（Evidence）を
積み上げることが十分にできていないと感じた。レ
クリエーションの地位や価値を上げるためには、科
学的かつ客観的な根拠（Evidence）を積み上げた
実証研究が必要となる。
茅野宏明・野村一路（1994）は、レクリエーショ
ン認識と QOL 概念が含まれるセラピューティッ
ク・レクリエーション注⚘)の評価指標である米国の
レクリエーション認識モデル（RRM）の評価項目
と TR（Therapeutic Recreation）サービス体系の
評価項目を用いて、福祉レクリエーション評価を行
うことを提唱している33)。しかし、セラピュー
ティック・レクリエーションは医学モデルを土台と
したレクリエーションであるため評価指標に生活モ
デルの視点が加えられた「総合的な共通的な評価指
標」であると共に、レクリエーションの種類と特性
の分類（表⚓参照）に応じた「評価指標」が確立す
る必要があると考えられる。そして、共通した評価
指標を用いたレクリエーションの実践研究がなさ
れ、科学的かつ客観的な根拠（Evidence）を積み
上げていかなければならない。
（⚒）レクリエーション実践の課題について
先行研究をレビューする中で、各論文において
様々なレクリエーション実践の課題が明らかになっ
注⚘）セラピューティック・レクリエーション（Therapeutic Recreation）
レクリエーションがもつ治療的・教育的効果に注目し、特に障害を持つ人々がより良い生活を送るために、最適
なレクリエーション活動を生活行動の中に積極的かつ自主的に組み入れることができるように支援することであ
る。支援方法として、「セラピー」「教育」「自主的参加」という三段階が用意されている41)。
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表⚕ レクリエーション実践から明らかとなった課題
①障害児・者のニーズの把握が難しい
②障害児・者のニーズと実践が噛み合っていない
③障害児・者の個別性や主体性を重視したプログラムとなっていない
④個別性に配慮したプログラムができる環境や用具が整っていない
⑤レクリエーションの課題や目的がはっきりしていない
⑥障害児・者の表情の変化に着目して実施時間や継続の可否を決めていない
⑦レクリエーションの効果を総合的にとらえることが必要である
⑧レクリエーションを実施する職員の専門性や質の向上が必要である
ているが、各課題とも「レクリエーションを実施す
る職員の専門性や質の向上」が関係している内容で
あった。レクリエーション実践を行う専門職の質が
高まれば、殆どの課題が解決される可能性のではな
いだろうか。しかし、障害児・者施設でレクリエー
ションを実践する専門職が「福祉レクリエーショ
ン」や「レクリエーション援助」を専門的に習得す
る機会があったのだろうか。
社会福祉士や精神保健福祉士、介護福祉士や保育
士等の福祉専門職養成カリキュラムの中に「レクリ
エーション論」「レクリエーション実践演習」「レク
リエーション活動援助法」などの専門科目は位置付
けられていない。つまり、日本レクリエーション協
会認定資格である「福祉レクリエーション・ワー
カー」や「レクリエーション・インストラクター」
等の資格取得を教育カリキュラムに位置付けた一部
の大学・短期大学・専門学校の卒業生でなければ、
「福祉レクリエーション」や「レクリエーション援
助」を専門的かつ体系的に学ぶ機会は保障されてい
ない。
また、全国的に現任職員や専門職のために体系化
された「福祉職員キャリパス対応生涯研修」や「保
育士等キャリアアップ研修」の中にも、「福祉レク
リエーション」や「レクリエーション援助」の理論
や援助方法を専門的に学ぶ科目はない。つまり、各
障害児・者施設等において OJT や OFF-JT 等で
「レクリエーション」を学ぶ機会が無ければ、レク
リエーションを自主的に学ぶしか方法が無いのであ
る。しかし、障害児・者の施設では、日常的にレク
リエーションが行われているため、多くの専門職が
手探りや感覚でプログラミングし実践している可能
性が高い。
今後、社会福祉士や精神保健福祉士、介護福祉士
や保育士等養成施設における養成科目の見直しの際
に、「レクリエーション論」「レクリエーション実践
演習」「レクリエーション活動援助法」の導入を検
討することが求められている。さらには、現任専門
職研修である「福祉職員キャリパス対応生涯研修」
や「保育士等キャリアアップ研修」の科目見直しの
際にも、「福祉レクリエーション」や「レクリエー
ション援助」の理論や援助方法を専門的に学ぶ科目
の導入を検討することも求められている。
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